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どこの国にもある最も重要な資源は人的資源であるO というのは，人的
資源は他の資源とは違って，広い意味での教育を通して，その質を著しく
*本稿は， I世界経済新秩序研究会」での報告を発展させたものである。研究会の
席上，種々の有益なコメントをいただいた方々に深く謝意を表します。もちろん，
ありうべき誤謬はすべて筆者の責任となるものである。
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高め，国民経済の発展に大きく貢献することができるからであるO 教育が
開発にとって肝要であることは以前から強く認識されてきたことではあろ
うが，開発途上国における貧しい教育環境，そして初等教育段階にもかか
わらず依然として低い就学率，高い中退率，高い留年率，したがってまた
低い成人識字率とLづ現状をみるにつけ 経済開発でとかく看過されがち
な途上国における基礎教育問題には是非一考を求めたくなる。わが国は非
西欧世界で最初の離陸国であるばかりでなく，初等教育の充実と並行して
開発を押し進めてきたとL、う貴重な経験の持ち主でもある。本稿は，わが
国のこの経験をふまえ，社会経済開発の中に教育を位置づけ，開発におけ
る教育，特に基礎教育充実の重要性を訴え，その再考を求めることにその
圭たる狙いがある。
I.教育の経済的効果
国民の質は国の繁栄と成長に重要な影響を及ぼす。これは単に，例えば
肥料が多いほど，あるいは機械が良いほど生産量が増えるといった受動的
な意味から，労働の質が高いほど生産量が増えるというためだけで‘はなL、。
それは，人間こそが投資や改革，その他の機会開発などのアイデア，決断，
行動の源泉だからでもある。
では，この人的資源の質を支配し，それを向上させるものは何か。その
1つの重要な要素は，人々が両親や社会との実際の係わりの中から獲得す
る知識と態度である。また，いろんな種類の学校教育と訓練がある。すな
わち，一般的な初等・中等教育，技術的な職業教育，一般的かつ専門的な
高等教育，こうしたものが特定の技術を教え，さらに学んで‘L、く能力を高
め，また仕事や変化に対応する行動力をつくりあげてゆくからである。
その測定が困難なことも 1つの理由なのだが，生産と経済成長に果たす
人的資源の貢献についても，また人的資源の質を決めるのは何かというこ
とについても，その証明はまだ完全に行なわれていない。しかし，学校教
育が果たす経済的貢献については多くの研究が行なわれてきた。学校教育
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には特定の知識を授け，一般的な思考能力の発達を促す効果がある。そし
て，初等教育段階での読み書きや計算能力は使わなければ退化するとはい
え，その学習経験は一般的にそれ以後の学習のためのよりよい土台を与え
る。つまり，初等教育とは，学習の仕方についての訓練を施すものであり，
長期目標に向けての努力と自己修練の経験なのである。
最近の研究によると，経済的に国が貧しいほど，初等学校を終えるまで
に修得する認識上の技能はますます乏しくなるとL、う結果がでている。ど
んな比較一一生徒間，学校間，国家間一ーでも慎重を要するが，成績は貧
しい国の学校の方が低いということについては一般的な同意があり，これ
らの結果が途上国世界の成長についてもつ含みは正しく認識されつつあ
る。国民の読み，理科，算数に関する一般教育と，それから予想される生
産性の程度との聞には重要な関連があるが，潅慨を基礎にした農業と教育
の関連はそのよい実例を与えるO その潅瓶を基礎にした農業にはさ、っと 4
つの異った技術水準が考えられる。
最低の技術レベル(伝統的農業)では，知識と技術が父から子へ伝えら
れる。したがって，このレベルで、は学校教育をほとんど必要としなし、。第
2の技術レベルは肥料のような近代的な投入をただ 1つ含むケースであ
るO この場合，農夫に基本的な読み書き，たし算，ひき算，割り算の知識
がないと，彼は農業指導員の説明を 1つ1つ機械的にフォローせねばなら
ぬことになるが，これは不経済で効率の悪い学習方法である。しかし，農
夫にこれらの知識があると，肥料の利用は十分に改善されるだろう。第3
の技術レベルは高収穫品種の種，害虫抑制，および肥料の注意深い割り当
て，などといったし、くつかの近代的な投入を同時に含むケースである。こ
のレベルで農夫が農業指導員の説明を機械的にフォローすることは，より
一層不経済である。農夫がイニシアチィブをとるためには，長い割り算，
かけ算，その他の計算上の手順に関する理解，読み書き能力，化学や生物
学に関するいくつかの基礎的な知識が必要となる。第4の技術レベルは最
も近代的で，以上のすべての投入に加えて，閑散期間中に堀り抜き井戸が
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利用される。農夫がこのレベルで、効率よく仕事を進めるためには，農夫は
書いてコミュニケートでき，未知の言葉や概念を自ら調べることができ，
化学，生物学，物理学の基礎概念を理解でき，また印刷物などからの新し
L 、情報に対して信頼のおける接近ができる必要がある。これらの技術が成
表 l 農民の教育と生産性
無教育に対等して4
年間の初 教産育が
年間農業生にも
調査
たらしたと推率定さ
れる増産比
-補足的農業投入物っき a
ブラジル(ガリバルデ、ィ l.1970 18.4 
ブラジ/レ(レセンデl.1969 4.0 
ブラジノレ(タクァリl.1970 22.1 
ブラジル(ヴィソサl.1969 9.3 
コロンピア(チンチナl.1969 -0.8 
コロンピア(エスピナルl.1969 24.4 
ケニア.1971ー 72 6.9 
マレイシア.1973 20.4 
ネパール(小麦l.1968-69 20.4 
韓国.1973 9. 1 
平均(非加重) 13.2 
-補足的農業投入物なし
ブラジル(カンデラリアl.1970 10.8 
ブラジル(コンセイソン・デ・カ
ステロl.1969 -3.6 
フ守ラジ/レ(グ、ァラニl.1970 6.0 
ブラジ/レ(パラカトゥl.1969 -7.2 
コロンピア(マラガl.1969 12.4 
コロンピア(モニキラl.1969 12.5 
ギリシャ.1963 25.9 
平均(非加重) 8.1 
-補足的農業投入物の入手可能性
についての情報なし
8件の調査の平均(非加重) 6.3 
a 改良種子，潅i既，市場への輸送手段等。
(資料11世界開発報告jJ.1980年版.45頁。
功するためには，最低
レベルを除く各レベル
において，それぞれに
応じた最低限の技能が
農業人口に要求され
る。特に，新しい技術
の基礎にある諸原理の
理解不足や誤った理解
が農業の収穫を破滅的
なものにしかねないこ
とは容易に想像できる
ことである。
初等学校教育が農業
の生産性に貢献しうる
ことは，次の実例から
もうかがえる。表1に
よると，改良種子，潅
甑，市場への輸送手段
等の補足的な農業投入
物が入手できなかった
た所で怯 4年間の初
等教育を終えた農民の
年平均収穫量は，学校
教育の経験のない農民
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のそれを8.1%上回った。さらに，補足的な投入物が入手できた所となる
と， 4年間の初等教育を受けた農民の年間収穫量の伸びは，そうでない農
民より平均して13.2%も上回っていた。この調査は賃金を通してではなく，
直接生産性を測定しているため，特に説得力があるといえる。この経験的
な証拠から，初等教育が農業の生産性に対して効果をもつだけでなく，初
等教育が改良された農業技術の吸収力を高めることにより，その生産性を
さらに高めるとL、う事実を読みとることができょう。
このように初等教育だけでも農業の生産性向上に効果があるしまだほ
とんど研究は進んでいないけれども，この初等教育は農業以外の仕事で貧
農を優れた経営者にすることもありうる。さらに基礎教育は通常，近代的
な製造業やサービス業での雇用の前提条件でもある。例えば，ブラジルで、
は近代工業における雇用の伸びが一番鈍かったのは，教育を受けていない
人々の雇用であった。識字能力と計算能力とは事務職に必要なばかりでな
く，文書で指示に従ったり，単純な記録をつけたりする仕事を含む多くの
作業的業務でも必要なのである。学校教育はまた，それ以後の正規の訓練
や実施の経験から学習する能力も増大させることが立証されてL、る。
また，表 2 は 1960年の識字率と平均寿命を1960~1977年の経済成長と比
較したものである。開発速度の最も速い途上国10ヶ国が，その所得水準か
ら想定されるよりも平均して16%高い識字率でこの期間をスター卜したこ
とが，この表からわかる。また，この表は1960年の所得水準との関連では，
最高の平均寿命を持つ途上国10ヶ国が，資料を入手できる途上国全体の平
均成長率より1.6%高い平均成長率をひきつづき維持したことを示してい
る。つまり，より良い，またより急速に改善されている人的資源を持つ国
ほど，より急速な経済成長をとげていることが，この表から読みとれる。
さらに，教育コストと収益，そしてその結果である収益率についてもい
くつかの推定がなされてきた。経済発展段階を異にする44ヶ国についての
世銀の調査から，表3にみられるような社会的収益率が報告されている。
この表から，いくつかの極めて重要な点が読みとれる。第 lに，途上国で
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表2 識字率，平均寿命と経済成長
l人当
識字率 平均寿
1人当
りGN 最高10途上国，所得 命偏差
りGN
高成長10カ国 1人当 P成長 偏差値 P平均率
りGNP成長率順 率1960 1960年a
との関連での平均寿 値1960 成長
年a 196年% 0一-77年 命IJ慎 77 
(%) 
(%) (年齢) (%) 
シンガポール 7.7 スリ-ランカ 22.5 1.9 
韓国 7.6 43.6 韓国 11. 1 7.6 
香港 6.3 6.4 タイ 9.5 4.5 
ギリシャ 6. 1 7.5 マレイシア 7.3 4.0 
ボルトガツレ 5.7 1.7 ノfラグァイ 6.9 2.4 
スペイン 5.3 1.2 フィリピン 6.8 2.1 
ユーゴースラヴィア 5.2 16. 7 香港 6.5 6.3 
ブラジ/レ 4.9 8.6 パナマ 6. 1 3. 7 
イスラエル 4.6 ビルマ 6.0 0.9 
タイ 4.5 43.5 ギリシヤ 5. 7 6.1 
最高10カ国平均b 5.8 16.2 最高10カ国平均b 8.8 4.0 
83開発途上国平均b 2.4 0.0 83開発途上国平均b 0.0 2.4 
a.開発途上国全体の 1人当り GNPに対する成人識字率と平均寿命との関係方程
式から引き出された期待値からの偏差値。例えば，表上部の韓国の1960年の識字
率は，その所得水準で期待される数値より43.6%高かった。
b.非加重平均値。
(資料)W世界開発報告jJ， 1980年版， 36頁。
はどの教育水準をとってみても，その投資収益率は世銀がその他の経済的
投資プロジェクトを正統化するのに通常要求する10%基準を十分に上回っ
ている。便益は，在学中の個人および卒業後その教育水準にみあった賃金
を得ている個人にだけで、なく，社会にも発生する。つまり，個人の国民所
得への貢献は，彼等の学校教育に投入される国家資源よりも大きいのであ
る。第2に，学校教育投資の収益率は教育水準が高まると共に低下する。
このことは，初等教育段階への投資が最優先されるべきことを示唆してい
る。第3に，第2と同じ低下ノξターンが発展段階を異にする国々の聞に認
められる。つまり，学校教育投資における収益の絶対水準は，どの教育段
階をとってみても，貧しい国ほど高い。この経験上の発見には教育プロジ
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表3 教育の社会的収益率(%)
国 調査年 初等教育 中等教育 I奇等教育
エチオピア 1972 20.3 18.7 9.7 
ガーナ 1967 18.0 13.0 16.5 
ケニア 1966 21. 7 19.2 8.8 
マラウィ 1978 15.1 
司壬ロッコ 1970 50.5 10.0 13.0 
ナイジエリア 1966 23.0 12.8 17.0 
ローデシア 1960 12.4 
シェラレオネ 1971 20.0 22.0 9.5 
ウガンダ 1965 66.0 28.6 12.0 
アフリカ平均 29.0 17.0 12.0 
インド 1965 13.4 15.5 10.3 
インドネシア 1977 
大韓民国 1967 12.0 9.0 5.0 
マレーシア 1978 
フィリピン 1971 7.0 6.5 8.5 
シンガポール 1966 6.6 17.6 14.1 
台湾 1972 27.0 12.3 17.7 
タイ .1970 30.5 13.0 11. 0 
アジア平均 16.0 12.0 11. 0 
ブラジノレ 1970 23.5 13. 1 
チリ 1959 24.0 16.9 12.2 
コロンピア 1973 
メキシコ 1963 25.0 17.0 23.0 
ベネズエラ 1957 82.0 17.0 23.0 
ラテンアメリカ平均 44.0 17.0 18.0 
開発途上国平均 27.0 16.0 13.0 
キプpロス 1975 
ギリシャ 1977 16.5 5.5 4.5 
スペイン 1971 17.2 8.6 12.8 
トJレコ 1968 8.5 
ユーゴスラビア 1969 9.3 15.4 2.8 
イスラエル 1958 16.5 6.9 6.6 
イラン 1976 15.2 17.6 13.6 
プエノレトリコ 1959 21. 9 27.3 21. 9 
中進国平均 16.0 14.0 10.0 
オーストラリア 1969 
ベルギー 1960 17.1 6.7 
カナダ 1961 11. 7 14.0 
デンマーク 1964 7.8 
フランス 1970 10. 1 10.9 
西ドイツ 1964 
イタリア 1969 
日本 1973 4.6 6.4 
オランダ 1965 5.2 5.5 
ニュージーランド 1966 19.4 13.2 
ノノレウェー 1966 7.2 7.5 
スウェーデン 1967 10.5 9.2 
イギリス 1966 3.6 8.2 
アメリカ 1969 10.9 10.9 
先進国平均 10.0 9.0 
(資料)Psacharopoulos， 1981， pp. 327-9より作成。
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ェクトの融資に関して重要な含みがある。最も貧しい国々の教育制度への
貨幣支出は最高の経済的収益をもたらすから，教育制度への融資が最も必
要なのは最も貧しい国々ということになる。
このように，学校教育は現在の満足(例えば，知識を身につける喜び)
はもちろんのこと，将来の満足(例えば，より進んだ技術を使いこなせる
能力の向上)にも寄与しうる。将来に利益をもたらすということになれば，
学校教育は投資としての性格をももっていることになる。投資としてみた
学校教育は，将来の所得あるいは消費に影響を及ぼしうる。したがって，
消費としての学校教育には 2つの部分があることになる。 lつは現在の
消費に役立つ学校教育であり，他は将来の消費に寄与する投資としての学
校教育である。一方，生産としての学校教育は，技術や知識への投資であ
る。それは将来の収入を高めるという点で，他の生産財への投資と非常に
よく似ている。学校教育がそれを受けた学生の将来の所得を高めるのであ
れば，それは Iつの投資である。それは学校で、身につけた能力という形を
とった，人的資本への投資なのである。実際，労働の生産的能力は，その
ほとんどが生産された生産手段とみることができる。人聞はこうして自分
自身を「つくる」のであり，その限りでは「人的資源」は投資の産物であ
って，教育はその投資の大きな部分をしめている。
il.教育開発の現状
(i) 教育と出生率
1950年代以降，教育開発の分野にはかなりの前進がみられたとはいうも
のの，現在，開発途上国の教育は重要ないくつかの困難な問題をかかえて
いる。
第 1に，開発途上国では初等教育段階で，就学年令の児童の約3分の l
が未就学である。 12"'17才の年令層の就学者は全体のわずか3分1で， 18 
"'23才の年令層では全体の8.7%にすぎなL、。これらの就学率は先進国に
比べると遥かに低い(表4参照)。教育機会の拡大が進まない限り，次の10年
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表4 年齢，性別の就学率
6-11才 (1977) 12-17才 (1977) 18-23才 (1975)
全体男子女子 全体男子女子 全体男子女子
全開発途上国 64.0 71.8 56.1 38.0 43.9 31.7 8.7 11.3 5.9 
全 先 進 国 94.0 94.0 94.1 86.5 86.0 87.2 30.0 32.6 27.3 
界 70.9 77.1 64.7 52.3 56.6 48.5 16. 1 18.8 13.4 
(資料)世界銀行， w教育一一部門別政策報告Jj， 114-5頁から作成。
聞には非就学児童の総数はかなり増加するであろう。 1960年から1975年の
聞にみられた傾向が持続すれば， 1985年の開発途上国における就学率は
一一ユネスコの予測によると一一6才から11才までの年令層で68%，12才
から17才までの年令層で12%となるであろう O その上，開発途上国におけ
る非就学青少年の数は約3千万人も増大することになり，この人口増加の
圧力の中で現在の初等教育就学率を維持しようとすれば， 1975年から1985
年までの聞に就学者数を約30%増加させねばならない。また，成人文盲率
は1950年から1975年までに44%から32%に低下しているものの，文盲者の
絶対数は着実に増大しており， 1970年には5億4400万人で、あったものが，
1978年には6憶人に達し， 2000年まで減少に転じないとみられている。途
上国における持続的な人口増加が就学率の改善を妨げている重要な 1因で
あるなら，女性に対する教育機会の改善が決定的な重要性をもっと思われ
るが，この点については後に改めて言及することにする。
現在，開発途上国では大部分の家庭に少くとも 4人の子供がおり，農村
地帯ではその数は 5人ないしそれ以上である。これが途上国の年2%を上
回る人口増加率を確実なものにしている。開発途上国の家庭では，なぜ子
供を多くもとうとするのか。これにはいくつかの正当な理由がある。第1
に，賃金の低い国では子供と母親の所得格差が小さL、。したがって，子供
の幼少期における母親の所得損失は，後に子供によって容易に補填されう
る。第2の理由は，乳幼児死亡率が高いことである。老後のことを考え，
子供が2・3人は確実に生き残るようにするためには，多くの嬰児をもっ
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必要があると，両親は感じるであろう。しかし貧しい家庭で多くの子供
をもつことは，母親と嬰児双方の健康状態を悪化させ，乳児死亡の可能性
を増大させかねない。子供の出生間隔が短い場合には，特にそうなりやす
し、。第3に，貧しい親たちは老後や病気の時のことを心配している。働け
なくなり，子供に年老いた時の助けを親たちが期待する理由の一つは，確
実な代替手段の欠如にある。先進国には信頼のおける制度(銀行，年金，
保険など)があり，個人が現在の所得を貯蓄し将来の消費にまわすのを助
けてくれる。貧しい国では，制度はそこまで、発達していない。したがって，
子供はありうべき最良の年金となる。高い出生率を助長している第4の要
因は，有効で安全な避妊法に関する情報，及びこの種の方法へのアクセス
が十分に与えられていないことである。近代的な避妊用具を知らず，また
そもそも入手不可能な場合もあろう。たとえ入手可能であっても，高価す
ぎるということもあり， したがって，子供の数を制限するということは禁
欲，人工流産，間引きにつながるか，あるいは不確かで，かつ困難な伝統
的避妊法を利用するのが精一杯ということになるO
さらに，各途上国内部では性別，社会経済的地位，都市と農村などの地
域的，そしてときには民族的な教育機会の不平等が存在している。しかし
あらゆる不平等のうちで，開発の最大の障害は性別によるものである。開
発途上国を 1つのグルーフ。としてみた1977年の統計データは，男女聞の就
学率の差がかなり大きいことを示している。これに対し，先進国において
は実質上，格差はない(表4参照)。開発途上国における 6才から1才ま
での男子の就学率は72%であるのに対し，女子の場合はわずか56%である。
同様に12才から17才までの男女の就学率は，それぞれ44%及び32%であり，
18才から32才までは同じく 11%と6%である。これらの平均の中には，さ
らに女子の就学率の低い地域国家群及び個々の国家が含まれている。例え
ば. 1976年に小学校1年に在籍した児童全体のうち女子の占める比率は，
アフガニスタンで16%.ネパール22%.チヤード29%.パキスタン34%で
あった。
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女子に対する教育は，たとえ女子が労働力に加わらない場合でも，将来
の経済成長及び福祉の分野で国家がなしうる最良の投資の 1つになりう
る。というのは，大半の女子が母親になり，そのとき子供に及ぼす影響は
父親の場合をはるかに凌ぎ，決定的ともいえるからである。例えば，バン
グラデシュ，ケニア，コロンビアにおける研究は，家族の所得差を考慮に
入れても，母親の教育水準が高いほど子供たちの死亡率は低い，と報告し
ている。また，ブラジルのサン・パウロでの調査によれば，ある一定の所
得水準の家庭で、は，母親の教育程度が高いほど家族の栄養状態が良好だと
L 、う。さらに重要なことは，女性に対する教育の普及は，出生率を低下さ
せる上で高い効果があるということである。一般的に初等教育を終えた女
性のもつ子供の数は，教育経験の全くない女性よりも少い。例えば，フィ
リッピンでは，教育水準の最高グループと最低グループを比較すると，子
供の数の差は4人であった(図 I参照)。
また，教育は女性の婚期を遅らせる傾向がある。これは就学期間中結婚
を延ばしたり，就労意欲が旺盛であったり，さらには配偶者の選択に多く
の時間をかけるからであろう。調査の対象となった開発途上国14ヶ国のう
ち10ヶ国で， 7年以上の教育を受けた女性の婚期は全く就学しなかった女
性よりも3.5年遅かった。教育のある女性は，新しい出産調節の知識があ
/>、
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図1 母親の教育水準別にみた合計出生率(特定国)
母親の教育年数
日図図置
率 16
(人)
4 
2 
• I合計出生率」は， 1人の女性が出産可能年齢終了まで生存し，
現行の特定年齢出生率と同じだけ毎年子供を出産するとしたとき
の，女性1人が生む子供の数である。
(資料) ~世界開発報告.1]， 1984年版， 106頁。
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り，避妊を実施することが多い。ケニアでは 9年またはそれ以上の教育
のある者の22%が避妊を実施しているが 5年またはそれ以下の者で‘は7
%にすぎない。これに対して，メキシコではそれぞれ72%と31%である。
経済的特質を考慮してもわずかに低下するにすぎない。また，図2から識
字率と避妊率と出生率の聞に，成人識字率の高い国ほど避妊用具の使用率
が高く， したがってまた，出生率が低いという当然ともいえる結果が読み
とれる。
このように，教育，特に女子に対する教育は，出生率，そして次の世代
の健康や教育などに好ましい結果をもたらす。開発途上国の場合，人口の
約25%が初等学校適齢児童だが，これに対して先進国の場合は15%である。
この結果，教育に対する支出額を一定とすれば，途上国では児童の就学率
が今より下がるか，就学児童1人当りの支出を減らすかのいずれかになら
ざるをえなし、。しかし，出産率が低下すると，就学適齢児童が全人口に占
める比率は減少する。実際，韓国では出産率が着実に低下したため，就学
適齢児童数の増加がストップした。このように出産率の低下は人的資源の
より効率的な開発を可能にするのである。その意味でも，女子の教育水準
を高めることは経済・社会両面において高い効果が期待できる。
(i) 教育と放棄所得
教育開発が直面する第2の問題は，高い留年率と中退率である。ユネス
コの統計ーでは，残存率一一第1学年の就学者でその後の各学年に達した比
率ーーは， 1965年と1970年の両年の学童グループを比較するとやや上昇を
示しているものの，54ヶ国の開発途上国を一括した数字で、は，1970年グルー
プの約半数は第4学年に達していない。ユネスコが恒久的な読み書き能力
が身につく段階とみる第5学年まで達した者の比率は，低所得国の1970年
グループはわずか36%であった(図3参照)。
このような浪費は学校中退から生じるばかりでなく，初等教育で15%か
ら25%とみられている高い留年率からも生まれる(表5参照)。この数字
は，もし留年が最小限にとどまっていたとすれば，コストを増大させずに
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図3 所得グループ*5]IJ教育の学年別残存率.1965年.1970年
(17ヵ国)
(54ヵ国)
*低所得諸国(1人当り年間所得水準.1975年米ド、ル.$ 265 
未満)。
中所得(低)諸国 ($265-520).中所得(中)諸国($521 
-1075).中所得(高)諸国($1076-2500)。
(資料)世界銀行.w教育一一部門別政策報告Jl.32頁。
表5 小学校定員中に学齢超過生徒が占
める比率.1965年.1975年a
所得グルーフ可 1965 1975 
低所得 13.5 13.3 
中所得(低) 18.6 20. 7 
中所得(中) 24.9 26.7 
中所得(高) 18.0 16.3 
a r学齢超過」は11歳を超える者を指す。
b 国別グルーフ。の定義は図3に同じ。
小学校の入学許容人数を10%か
ら15%増加しえたことを示して
いる。この高い留年率と中退率
は改善の余地がないわけではな
いが，教育サービスが供与され
れば，その意図している受益者
がそれを自動的に受け入れると
(資料)世界銀行.w教育一一部門別政策報 は限らない。というのは，社会
告Jl. 108頁。 的あるいは経済的理由から，い
くつかの集団は供与される教育に無関心であるかもしれないし，その教育
を受けることによって失われる機会費用の方が教育から得られるものより
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大きいと考えるかもしれない。
最も極端なケースを考えてみよう。国が学校教育のコストを100%負担
するなら，教育を受けた個人が受け取る追加的な所得は，個人的なコスト
がゼロで得ることになるだろう。しかしながら，国がどの経済発展段階に
あるかと同様、どの教育水準に投資するかで異るけれども，個人が機会費
用を支払う場合がある。例えば，先進国で‘博士号のために在学しているあ
る個人の機会費用はばく大である。というのは，この個人は修士あるいは
学士として稼ぐことのできるものを放棄しているからである。ただし，先
進国では初等教育に機会費用は事実上なL、。というのは，初等学齢児童に
は雇用機会がなく，また最低労働年齢が法律で、決められているからである。
しかし貧しい国では初等教育でも機会費用が重要である。なぜなら，子供
の経済に対する生産的貢献は，農業生産のような活動においては特に正当
かつ重要だからである。例えば，インドでは6才から11才までの非就学児
童の40%が家計収入を補うためにほとんど専業に近い形で働かねばならな
<lU 
L 、。
T. W. Schultzは，この教育の機会費用を放棄所得(進学しないで、就職
した場合に得られるはずの賃金)という概念で早くから強調している。学
校教育の諸費用の一部分としての放棄所得という概念は，教育をめぐる多
くの未解決の問題を解きあかす lつのカギになる。例えば，農家の子供の
平均出席日数は，非農家の子供のそれを下回る傾向がみられる。これは農
家には子供にもできる仕事がかなりあり，また途上国では貧しい農家が多
いために. 2. 3日でも学校を休んで家の仕事を手伝うことは労働力の提
供という点で，かなり高い価値をもつからである。また，授業料が無料で
あっても，あるいは授業料を払っても余りあるほどの奨学金が与えられて
も，低所得家庭の子供の大半は十分能力があるにもかかわらず，より高い
教育機会を利用しようとしない。この理由としては，以前は文化的，社会
的理由があげられるのが普通だった。しかし，その主因の lつが放棄所得
にあることはまちがし、ない。さらに，所得水準の低い国々では，多くの場
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合，初等教育を完全に修了する子供の割合はきわめて低L、。確かに，初等
教育に必要な経常費は，低所得国においてもささやかなものだろう。しか
し，これらの国々では， 10才程度の幼い子供にも，乏しい家計の不足を補
うことが要求される。したがって，親の自には，子供は労働の価値がかな
り大きな教育の費用として映るのである。
(亜) 乏しい教育環境
教育開発が直面する第3の問題は，開発途上国の初等学校教師が質の低
いほんのわずかな教材で教育していることである。計算や読み方などを教
わるとL、ぅ共通目的があるにもかかわらず，途上国の生徒たちは十分に質
の高い学校に通う先進国の生徒たちよりもはるかに劣った学力しか身につ
けないで卒業してL、く。それにもかかわらず，世銀の体験からすると，こ
れらの基本的な技能に対する貧しい教育でさえ，よりよい農夫，よりよい
行政官，より健康な子をもつよりよい母親の育成に役立っている。途上国
の生徒の学力に最大の影響を与える諸要因を明らかにしようとする分析
は，教育および教材の質の向上一一特に，教科書の量と質の向上ーーが重
要であると断定している。にもかかわらず，途上国の初等教育は一般に物
質的に乏しく， したがって，今日学校卒業後に必要なますます複雑化した
技能を，生徒たちは彼等にとって可能な水準に満たないままで終ってしま
う。
例えば， 1977年にフィリッピンの初等学校では，利用可能なテキス卜は
生徒10人に l冊であった。ボリビアでは， 1978年に4年生の生徒1人当た
りに配分される備品や用具の貨幣価値は80セントで，これは同年における
メリーランド州の16分の lにすぎなかった。 1979年にマライで、行なわれた
調査によると，椅子は生徒8人に 1個，机となると生徒88人にわずか 1個
であった。したがって，生徒は床に座って，テキストか石板を膝の上でバ
ランスを保ちながら書かねばならない。このような不十分な教育環境は，
初等学校に配分される貨幣の平均95%が教師のサラリーに吸収されるとい
う事実に一部その原因がある。すりへった教科書を黒板に模写し， 50人の
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表6 教師のサラリー以外の学校資源が教育用
定期支出に占める割合(%)(1978-79) 
教育水準
初等 中等 高等
アフ リ カ 3.8 12. 7 13.1 
ア ン〆 ア 8.8 13.8 22.7 
工業諸国 14.4 14.8 25.5 
(資料)Heyneman， p.-19. 
生徒がそれを記録するのを監督する教師への支払いは，高価な人材の効果
的な利用とはいえない。教師に支払うサラリーを正当化するについては，
教師にとって利用可能な教育資源はどのような水準であるかが問題とな
る。先進工業国では今日，初等教育におけるコストの14%が教室資源一一
本，地図，など←ーに配分され， 86%がサラリーに向けられている。アジ
アでは平均して教室資源に 9%，教師のサラリーには91%が向けられる。
アフリカでは， 96%が教師のサラリーにまわり， 4%が教室資源に向けら
れる(表6参照)。発展途上国が今一様に直面してる政策上の lつの深刻
な問題は，新しい教師を迎えるにあたり初等学校が持つべき資源の最低水
準である。経験が示すところによると，教材へは最低でも公的な定期支出
の約10%が向けられるべきである。また，低所得国と高所得国における教
育上の質的な差も広がりつつある。学校に入る生徒が増えれば増えるほど，
生徒に教えるために利用できる資源はますます少なくなる。 1960年には，
OECD諸国では I人当り所得が年265ドル以下にある36ヶ国の14倍も，初
等学校の各生徒に投資していた。しかし， 1977年までにこの差はさらに50
対1に脹んでしまった。
1960年代以降，社会学者は基本的な認識技術の達成に最も関連の深い要
因を明らかにしようとした。このアプローチは比較的最近のことで不完全
ではあるが， 1つの重要な結論に到達した。つまり，富める国では，学校
での学習はその多くが学校環境と係わりのない諸要因によって説明され
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る。このことは，富める国では，付加的な物的設備，および教科書は，新
しい知識の獲得をほんのわずか助けるにすぎないということを意味してい
る。しかし，低所得国では，物的，特に教材の質によって高所得国との聞
に，学業成績で3ないし4倍以上の差がつくことが示されている。事実，
経済的に国が貧しいほど，学校の質が学業成績に与える影響は大きいよう
に思えるO 証拠は少ないが，教育環境とL、う側面が途上国世界では生徒の
学業成績に最も大きな影響を与えると予想できる。しかし. 1つの結論は
確固としたものである。つまり，低所得国では，より高い学業成績はテキ
ス卜およびその他のプリントされた教材の利用可能性と関連している。プ
リントされた教材の利用可能性と生徒の成績との関係から作成された20の
査定のうち. 17はプラスの効果があることを報告している。フィリッピン
での世銀の第3教育プロジェク卜は政府が新しい質の高い，算数，理科，
フィリッピン語のテキス卜を計画するのを手伝った。プロジェクトのうち，
ざっと97万ドルが生徒対本の平均比率を貸し付け前の10対1から貸し付け
後の 2対Iに改善するために，十分広く配分された。その結果，生徒の平
均的な学業成績はクラスの規模を40から10に減らした北アメリカで期待さ
れたものの 2倍近くもあった。
このように，開発途上国で教育の効果を高めるについては，教材の意義
が重要であることが判明した。教材については，その企画，製作，配布を
改善すべきである。これは，特に教科書について言える。というのは，既
述の通り，教材を入手しやすくすることが，教育水準の向上に，一貫して
最も効果的な方法であることが調査によって示されているからである。事
実，世銀がフイリッピンで支援した全国規模の教科書計画は，学生1人当
りのコストをわずか 1%引き上げただけで，学習効果が大幅に高まったこ
とがあるO 確かに，この教材確保は，開発途上国の教育の質を高める上で
重要な可能性を秘めているとはいえ，政治的に実現可能な予算とL、う制約
を考えると，どの程度実行できるのだろうかとL寸懸念が残らないではな
い。いずれにしても，広範囲にわたる人的開発問題は一夜にして解決でき
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るものではない。教育開発は，せいぜいその一部を改善できるにすぎない。
他の分野における正しい政策の補完なしに，また世界の他の国々からの積
極的な援助なしにはその進歩は苦痛なほど遅くなるであろう。
1V.基礎教育の充実
M. Jansenは，西欧のインパクトに対しダイナミックに対応し，外部か
ら輸入された技術を巧みに使いこなし， しかもそれを自国固有の制度上の
伝統や知的な伝統と結びつけることに成功した最初の国として日本をあげ
ている。彼は，江戸時代の日本が備えていた19世紀の離陸に好都合な先行
条件の 1つとして教育をあげているが，ちなみに.W. W. Rostowは日本
の離陸期の日付けを1878年から1900年にかけてと規定している。
江戸時代の日本では，生活の複雑化に応じてあらゆるグループの人にと
って何らかの教育が必要とされてきた。村では税金の計算と配分が問題と
なり，行商の本屋や貸本屋が村を訪れるようになった。町人は，文学がは
っきりと示しているように絶えず読み書き能力が必要とされた。そして，
その能力なしには侍はどこへ行っても勤まらなかった。人的資源のプール
の中から競争で‘役人が選び出される際，読み書きの力が出世の鍵とはいわ
ないまでも出世の機会を提供したのである。
R. P. Doreの推定によると，明治維新当時，全男児の40%強，女児の約10
%が家庭外で何らかの改まった教育を受けていたとL、う。したがって，日
本が明治維新を始めたときに，読み書きできる人々の割合が当時の西欧世
界でももっとも進んでいた国々と近い状態にあったということもうなずけ
る。政府が情報を広め，統治を画一化し，国民に呼びかけて政府の希望通
りに事を運ばせる際に，読み書きのできる人の割合がこのように高かった
ことが，政府にどれだけ利したかはいくら説いても説ききれぬものがある
であろう。小説も新聞も論説誌もすべて手近にあったので，どれかを発展
させ，使用しさえすればよかった。明治初期の政府が指令を発すれば，地
方の当局者はそれを要求通りに規定の短期間内に印刷することができたの
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である。幕府を初めとして各藩は家臣のために学校を聞いた。そして，世
間一般に利用された村や寺の学校と共に幾千とL、う私塾が広く文字の知識
を広めた。学校の建設は18世紀の後半になると本調子にはいった(藩校の
数は結局， 227校に達するが， 1750年にはまだ28校しかなかった)。また，
江戸時代の有力な庶民教育機関である寺小屋は江戸時代約280年の聞に順
調な発展を続け，明治初年以降における小学校の前身としての性格を次第
に備えつつ，都会地はもちろん山村僻地にまで普及した。その数は大きな
ものだけでも 1万5千以上に達し，全国に存在していた大小寺小屋の数は
おそらく 4"-'5万以上に及んだであろうと推定されている。したがって，
明治初期の学校ラッシュは当時すでに存在していた傾向の継続と集中化で
あって，何も目新しいものではなかった。
確かに江戸時代の教育は近代的以下のものであったが，広範囲にゆきわ
たっていた。その教育は出世しようとL、う激しい競争の決意を生み出し，
個人は自分を改善することも社会を改善することもできるとL、う信念を育
てた。こうしたことが，日本の当局者がナショナリズムと進歩の名におい
て日本人を新しいチャレンジに向かわせた際に，重要な一助となったこと
は否定できなL、。このわが国の体験は，国の開発にとって基礎教育の普及
がL、かに大切かを如実に物語っている。この基礎教育充実を通して開発に
成功したというわが国の経験を生かす意味でも，日本の開発援助はやはり
基礎教育充実面にもその力点をおくべきではなかろうか。
とはL、うものの，途上国では基礎教育に対する投資はとかく過少評価さ
れがちであるO つまり，多くの途上国の指導者は，まず非人的投資の形成
に重要な役割を与える。優れた生産技術，つまり開発途上国にとって有効
な最も価値の高い資源を獲得し，そしてそれを効率よく利用するのに必要
な知識と技術が著しく不足しているにもかかわらず，これらの国々では依
然として非人的資本投資への偏重が現在も進行している。もちろん，労働
が知識と技術の点で不足しているような場合でも，より一般的な投資の増
加によってある種の経済成長は可能である。しかし，その成長率は大きく
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制限されるであろう O 人間に対して充分な投資を行なわなければ，近代農
(20) 
業の成果と近代工業の繁栄はとても手にできるものではなかろう。
しかし，教育を含む人的開発の，恩恵は現在の子供たちも部分的に受ける
が，それ以上に次代の子供や孫たちが受益者となるため，財政的に苦しい
国の政府は長期的な経済成長に望ましいだけの費用を人的開発に使うこと
を正当化するのは難しいて、あろう O したがって，この方面の開発は外国か
らの援助が極めて有効であろう。人的開発計画に対する国際援助は過去数
十年間続けられ，多くの成果をあげてきた。例えば，教育の普及，天然痘
の撲滅，いくつかの主要な病気の激減などに大きな役割を果たしてきた。
しかし，もしある国に援助を与える資金供与者が， rレンガとモルタ/レ」
だけに資金を与え，教師や医療員に対する資金を供与しなければ，その効
果は過度に資本集約的なもの，つまり非常に高価だが十分に利用されない
建物や不十分な職員数などに現われるといった結果になるだろう。しかも，
開発途上国では，例えば初等教育や保健に費される費用の大部分は運嘗費
用である。ところが，開発途上にある国々の多くは，運営費が非常に不足
しているため，必要な教科書や紙さえもない学級，薬や指導などがない保
健所がますます常態化してきている。例えば，ネパールの小学校は5年制，
まだ義務教育制度はなく，学区もないから，入学通知などはどこからもこ
ない。学校は村の人たちで、造る。政府に認知されると，先生の給料だけは
支給されるが，月給4千円では家族を養える額ではなし、。教師不足，財政
不足で，机，椅子，黒板，教具はなく，すし詰め教室も珍しくはない。 1
年生の半数以上は，ノートも鉛筆も持ってこない。買えないのである。文
字や数字を書く練習ができないから，ほとんどの生徒は授業についていけ
ず，まったくのお客さんとなる。教科書も不足しているので，教科書もノー
トもない子供に教えるための教材を手作りしなければならないが，多くの
先生は正規の教育指導を受けていない上に，材料も手に入らないので，そ
のような発想は生まれにく L、。これらの不足は成長が鈍化し，政府が物的
投資率を維持しようとするにつれ，ますます悪化していくであろう。しか
290 20周年記念論文集
も，これまで大半の援助機関が彼らの資金を物的な投資に限定し，運営費
の援助には積極的ではなかった。本稿で度々強調してきたように，人的開
発，特に教育は生産性の向上と，出産率低下などを通して国の経済・社会
開発に大きく貢献しうる証拠がある。したがって，人的開発に対する支出
一一運営費も資本も一ーの大部分は投資と考えられる。このことは初等教
育において最も顕著である。というのは，既述の通り，多くの国々で初等
教育は平均をはるかに上回る経済的収益をあげているからである。
人的開発計画はまた，多くの固で国家統ーに寄与するとも考えられてい
る。特に，初等教育の義務化は国民全体に共通の知的財産を与え，地域主
義や部族主義，民族・カースト・階級的差別といった潜在的な分裂傾向を
克服するのに役立っている。しかも，各国政府は潜在的な反対勢力圏で幅
の広い政治的支持を確立するのに役立つものとして，人的開発をあげるこ
ともしばしばある。また，ある時期の人的開発の水準は，その数十年前の
水準に強く影響される。したがって，人的開発はひき延ばすことができる
ものではなし、。今何をしたか，あるいはしなかったかは，将来長期間にわ
たり影響を及ぼすからである。計画縮小が必要なときは，次の世代の人的
開発に対する投資の必要性にこそ注意を向けるべきであろう。
V.おわりに
本稿では，経済開発と教育，特に開発途上国における基礎教育に焦点を
あて，それをとりまく諸問題を洗い直し，注意を新たに喚起しようと試み
た。未だ発展途上にあるどこの固にもありながら，とかく看過されがちな
最も重要な資源は人的資源で、ある。というのは，人的資源こそは，その国
の将来にとって限りない可能性を秘めた資源だからである。しかし，この
限りない可能性を秘めた資源もその置かれた教育環境に応じて，その可能
性に大きな格差が生じる。つまり，人的資源はその環境次第で，極めて開
発の遅れた人的資源から，高い質を備えた人的資源までというように，成
長の可能性は限りなし、。
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しかし，現在もなお，開発途上国をとりまく教育環境には極めて厳しい
ものがある。とりわけ顕著なのは，開発途上国の初等学校教師(教師にし
ても，その資格が十分とはいえない)が，質の低いほんのわずかな乏しい
教材で教育活動をしていることである。これまで，このことが長きにわた
り途上国の経済・社会開発に深く影響してきたように思える。現在の子供
たちが，将来国を支える重要な人的資源を構成することを思うと，過去の
人的資源開発が今日の経済発展を，又今日の人的資源開発が将来の経済発
展を大きく左右することは否めない。わが国についても，その経済発展が，
過去の時代における人的資源の高い開発水準を1つの重要な先行条件とし
てきたことに異議を唱える者はいないであろう。開発途上国は，そもそも
先進国がこれまで積み上げてきた技術や経験を導入して経済開発を推進し
うるとLづ有利な経済発展の条件下にある。しかし，人的資源の開発水準
が低いため，先進国の技術や経験を消化する力が乏しく，途上国としての
有利さを十分吸収できない状況下にある。したがって，今日の開発途上国
における現状は，途上国における過去の人的資源開発の乏しさが少なから
ず経済発展を抑制してきた結果ともいえよう。今日，途上国では，依然、と
して，教育環境の整備が人的資源開発に果たす貢献度は極めて高い。した
がって，途上国にとって何よりも急を要するのは，食糧危機に苦しむ国々
は別として，人的資源開発，特に基礎教育の充実であろう。教育といえば
何故か注意は高等教育に傾きがちではあるが，基礎学力の向上を通してこ
そ高等教育の可能性も高まり，その効果も上がるというものである。「国
造り」は「人造り」から， i人造り」は「基礎教育の充実」からである。
確かに，わが国は途上国の「国造りJを「人造り」という観点から手助け
しているが，視野をもっと広げ，流されがちな高等教育への偏重を避け，
「基礎教育充実」を援助の基本理念とし，それをわが国における国際協力
の新機軸とする経済協力のあり方に，今後いま少し道が開カ通れることを期
待してやまなし、。
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